
5月 3日・憲法記念日
4日・みどりの日
5日・こどもの日

（皐月） MAY

公益法人制度改革により、従来の社団法人や財団法人は、平成
20年12月１日時点で自動的に「特例民法法人」となりました。平
成25年11月までに公益（社団・財団）法人か一般（社団・財団）
法人に移行申請しなければ解散させられますが、移行期間中は従
来と同様に優遇税制が適用され、従来の名称が使えます。
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ワンポイント

5月の税務と労務

特例民法法人

国　税／4月分源泉所得税の納付
5月10日

国　税／3月決算法人の確定申告
（法人税・消費税等） 5月31日

国　税／9月決算法人の中間申告
5月31日

国　税／6月、9月、12月決算法人の
消費税等の中間申告
（年3回の場合） 5月31日

国　税／個人事業者の消費税等の中
間申告（年3回の場合）5月31日

国　税／確定申告税額の延納届出に
よる延納税額の納付

5月31日
国　税／特別農業所得者の承認申請

5月16日
地方税／自動車税・鉱区税の納付

都道府県の条例で定める日
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相
続
税
対
策
は
、
万
一
の
事
態
が

生
じ
て
か
ら
で
は
手
遅
れ
と
な
っ
て

し
ま
う
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
早
い
段

階
で
長
期
的
な
展
望
の
下
で
実
施
計

画
を
作
り
、
事
業
と
財
産
を
ス
ム
ー

ズ
に
引
き
継
い
で
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。
そ
こ
で
以
下
、
相
続
税
対
策

を
四
段
階
に
分
け
て
説
明
し
ま
す
。

Ⅰ
　
相
続
財
産
の
把
握

相
続
税
対
策
に
当
た
っ
て
は
、
ま

ず
相
続
財
産
の
全
体
を
把
握
し
、
総

額
で
ど
の
く
ら
い
の
金
額
に
な
る
か

評
価
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
具
体

的
に
は
、
次
の
順
で
行
い
ま
す
。

１
　
本
来
の
財
産
の
評
価

（
図
表
１
参
照
）

２
　
み
な
し
相
続
財
産
の
把
握

本
来
の
相
続
財
産
の
概
算
計
算
が

完
了
し
た
ら
、
次
の
み
な
し
相
続
財

産
の
有
無
を
検
討
し
ま
す
。

【
み
な
し
相
続
財
産
】

イ
生
命
保
険
金
等

ロ
退
職
手
当
金
等

ハ
生
命
保
険
契
約
に
関
す
る
権
利

ニ
定
期
金
に
関
す
る
権
利
　

ホ
保
証
期
間
付
定
期
金
に
関
す
る
権

利
へ
契
約
に
基
づ
か
な
い
定
期
金
に
関

す
る
権
利

な
どみ

な
し
相
続
財
産
は
、
本
来
の
相

続
や
遺
贈
に
よ
っ
て
取
得
し
た
財
産

と
同
様
、
被
相
続
人
の
死
亡
に
基
因

し
て
取
得
し
た
と
い
う
経
済
的
実
態

と
考
え
相
続
財
産
と
な
り
ま
す
。
特

に
適
用
が
多
い
の
が
次
の
二
つ
で
す
。

a

生
命
保
険
金

個
人
契
約
の
生
命
保
険
契
約
に
つ

い
て
、
み
な
し
相
続
財
産
と
な
る
の

は
、
死
亡
保
険
金
の
う
ち
被
相
続
人

が
保
険
料
を
支
払
い
、
被
保
険
者
が

被
相
続
人
と
な
っ
て
い
る
も
の
で
す
。

s

死
亡
退
職
金

会
社
か
ら
受
け
取
る
退
職
金
で
相
続

人
が
死
亡
退
職
金
と
し
て
受
け
取
る
も

の
は
み
な
し
相
続
財
産
に
な
り
ま
す
。

３
　
債
務
の
把
握

相
続
税
の
計
算
上
、
無
制
限
納
税

義
務
者
（
日
本
に
住
所
を
有
す
る
者
）

で
、
相
続
又
は
遺
贈
に
よ
り
財
産
を

取
得
し
た
者
に
つ
い
て
は
、
被
相
続

人
の
債
務
、
葬
儀
費
用
の
う
ち
、
そ

の
者
が
実
際
に
負
担
す
る
部
分
の
金

額
を
、
相
続
財
産
の
価
額
か
ら
控
除

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
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〈
例
〉

借
入
金
…
事
業
借
入
れ
、住
宅
ロ
ー
ン
等

未
払
金
…
割
賦
購
入
代
金
、
医
療
費
等

預
り
保
証
金
…
不
動
産
を
貸
し
て
い
る

場
合

そ
の
他
債
務
…
未
納
税
金
等

Ⅱ
　
相
続
税
の
概
算
計
算

相
続
財
産
の
総
額
が
決
ま
れ
ば
、

法
定
相
続
人
と
法
定
相
続
分
に
よ
り

相
続
税
の
概
算
計
算
が
で
き
ま
す
。

（
図
表
２
参
照
）

Ⅲ
　
争
族
対
策

争
族
を
防
ぐ
た
め
に
は
遺
言
が
有

効
で
す
が
、
通
常
、
三
つ
の
方
式
が

あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
長
所
・
短
所
が
あ

り
ま
す
の
で
、
作
成
す
る
場
合
に
は

十
分
検
討
し
て
下
さ
い
。

（
図
表
３
参
照
）

Ⅳ
　
相
続
税
対
策

相
続
税
対
策
は
、
大
き
く
次
の
二

つ
の
タ
イ
プ
に
分
か
れ
ま
す
。

１
　
評
価
引
き
下
げ
に
よ
る
も
の

a

生
前
の
墓
地
購
入
・
整
備

課
税
資
産
が
非
課
税
資
産
と
な
り

ま
す
。

s

空
き
地
に
マ
ン
シ
ョ
ン
建
築

建
物
は
使
用
し
た
金
銭
よ
り
も
低

く
評
価
さ
れ
る
ほ
か
、
敷
地
は
貸
家

建
付
地
と
し
て
評
価
さ
れ
、
更
地
の

評
価
額
よ
り
も
低
く
な
り
ま
す
。

d

小
規
模
宅
地
の
有
効
利
用

最
大
で
評
価
額
の
八
〇
％
が
評
価

減
と
な
り
ま
す
。

２
　
財
産
分
散
に
よ
る
も
の

生
前
贈
与
は
、
将
来
の
相
続
財
産

の
絶
対
量
を
減
ら
す
こ
と
に
よ
り
、

相
続
税
の
節
税
に
な
り
、
次
の
よ
う

な
も
の
が
あ
り
ま
す
。

a

一
般
贈
与

一
月
一
日
か
ら
十
二
月
三
十
一
日

ま
で
の
一
年
間
に
贈
与
さ
れ
た
財
産

を
「
財
産
評
価
基
本
通
達
」
に
従
っ

て
評
価
し
、
課
税
価
格
の
合
計
額
か

ら
一
一
〇
万
円
の
基
礎
控
除
額
を
控

除
し
た
残
額
に
贈
与
税
率
を
適
用
し

て
税
額
を
算
出
し
、
翌
年
の
二
月
一

日
か
ら
三
月
十
五
日
ま
で
に
申
告
・

納
付
す
る
も
の
で
す
。

相
続
税
の
負
担
率
が
わ
か
れ
ば
、

贈
与
税
率
が
相
対
的
に
低
い
と
こ
ろ

ま
で
生
前
贈
与
す
る
こ
と
が
、
有
利

と
言
え
ま
す
。

s

贈
与
税
の
配
偶
者
控
除

配
偶
者
か
ら
居
住
用
不
動
産
の
贈

与
を
受
け
た
場
合
は
、
基
礎
控
除
の

他
に
二
、
〇
〇
〇
万
円
が
控
除
さ
れ

ま
す
。

【
適
用
要
件
】

①

婚
姻
期
間
が
二
〇
年
以
上
の
配

偶
者
か
ら
の
贈
与
で
あ
る
こ
と

②

居
住
用
不
動
産
又
は
居
住
用
不

動
産
を
取
得
す
る
た
め
の
金
銭
の

贈
与
で
あ
る
こ
と

③

贈
与
を
受
け
た
年
の
翌
年
三
月

十
五
日
ま
で
に
受
贈
者
の
居
住
の

用
に
供
し
、
か
つ
、
そ
の
後
引
き

続
き
居
住
の
用
に
供
す
る
見
込
み

で
あ
る
こ
と

④

過
去
に
、
今
回
の
贈
与
者
か
ら

の
贈
与
に
つ
い
て
、
こ
の
特
例
を

受
け
て
い
な
い
こ
と

d

住
宅
取
得
資
金
の
贈
与
特
例

経
済
対
策
の
た
め
の
時
限
措
置
と

し
て
、
直
系
尊
属
か
ら
住
宅
取
得
等

資
金
の
贈
与
を
受
け
た
場
合
の
贈
与

税
の
非
課
税
措
置
に
つ
い
て
、
平
成

二
十
三
年
中
に
贈
与
を
受
け
た
場
合

は
、
一
、
〇
〇
〇
万
円
が
非
課
税
と

な
り
ま
す
。

f

相
続
時
精
算
課
税
制
度

通
常
の
贈
与
制
度
と
の
選
択
（
変
更

不
可
）
で
、
二
、
五
〇
〇
万
円
ま
で
無

税
で
贈
与
を
行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

こ
の
制
度
を
選
択
し
た
場
合
に
は
、

制
度
の
対
象
と
な
る
相
続
発
生
時
に
、

適
用
を
受
け
た
贈
与
財
産
（
贈
与
時

の
時
価
評
価
）
と
相
続
財
産
を
合
算

し
て
相
続
税
を
計
算
し
、
精
算
し
ま

す
の
で
、
贈
与
時
よ
り
時
価
が
上
が

っ
た
場
合
は
有
利
、
下
が
っ
た
場
合

に
は
不
利
と
な
り
、
必
ず
し
も
節
税

に
な
る
と
は
限
り
ま
せ
ん
。
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マ
ッ
ク
ス
・
ウ
ェ
ー
バ
ー
は
、
次

の
よ
う
に
述
べ
て
い
ま
す
。「
カ
リ

ス
マ
的
リ
ー
ダ
ー
と
い
う
も
の
は
、

止
ま
る
と
こ
ろ
を
知
ら
な
い
思
考
力

と
想
像
力
を
持
ち
、
配
下
の
者
は
忠

実
な
部
下
と
し
て
献
身
的
に
働
く
。

し
か
し
、
そ
の
よ
う
な
組
織
は
カ
リ

ス
マ
的
リ
ー
ダ
ー
が
去
っ
た
後
は
、

活
力
を
失
う
も
の
で
あ
る
」。

今
年
一
月
十
七
日
、
ア
イ
フ
ォ
ー

ン
、
ア
イ
パ
ッ
ド
で
日
本
で
も
一
躍

有
名
と
な
っ
た
ア
ッ
プ
ル
社
の
ス
テ

ィ
ー
ブ
・
ジ
ョ
ブ
ズ
氏
が
、
病
気
療

養
の
た
め
し
ば
ら
く
執
務
か
ら
離
れ

る
と
発
表
し
、
関
係
者
お
よ
び
投
資

家
た
ち
に
大
き
な
シ
ョ
ッ
ク
を
与
え

ま
し
た
。

カ
リ
ス
マ
的
存
在
で
あ
り
、
経
営

の
す
べ
て
を
握
る
ジ
ョ
ブ
ズ
氏
が
不

在
の
ア
ッ
プ
ル
社
は
ど
う
な
る
の

で
し
ょ
う
か
。
ア
ッ
プ
ル
の
株
主
た

ち
の
間
に
不
安
が
募
る
の
は
当
然
と

し
て
も
一
般
の
私
た
ち
に
も
気
に
な

る
と
こ
ろ
で
す
。

普及が進むLED照明

日本マクドナルドが昨年11月に改装オー
プンした「梅田茶屋町店」（大阪市北区）
は、最新の省エネ技術を導入したエコ店舗
の実験店です。店内の照明に使われている
のはLEDライトです。外光の明るさに応じ
て自動で調光する仕組みも取り入れまし
た。改装前に比べて「二酸化炭素（CO2）
の排出量を25%以上削減できる」（同社）
といいます。

一方、昨年12月に京都府京田辺市にオー
プンしたコンビニエンスストア「ローソン
京田辺山手西店」は、敷地内のすべての照
明にLEDを採用したローソン初の「オール
LED店舗」です。ローソンでは2012年度
以降、すべての新店舗に同様の設備を導入
する方針だといいます。

省エネ法の改正などにより、企業や店舗
でLED照明の普及が飛躍的に進みつつあり
ます。矢野経済研究所によると、一般照明

用途のLED照明の市場規模は、09年の374
億円からほぼ倍増し、10年は730億円にな
る見通しです。

家庭向けでも、電球型のLED照明（LED
電球）は白熱電球に比べ消費電力は８分の
１、蛍光灯の約４倍という長寿命を武器に
着々と市場を拡大します。パナソニックや
シャープが参入した09年度の国内市場は約
５万個でしたが、10年度は４倍の約20万
個に伸びる見通しとされています。普及の
原動力となったのは、量産化に伴う低価格
化です。発売当初の07年頃は１個１万円前
後だったLED電球の価格も、最近では
1,500円前後まで下がりました。

オフィスなど向けの直管形蛍光灯に代わ
る直管形LED照明の普及も急速に進みそう
です。昨年10月、直管形LED照明の口金
L16の新規格が策定されたからです。量産
化が進めば、価格面における問題も解消で
きる可能性があります。

直管形の普及により、省エネの普及に弾
みがつくでしょう。

初心に返る

売上高1,570億ドル（約13兆円、2009
年度）を誇る、世界最大のコングロマリ
ット、ゼネラル・エレクトリック社（GE）。
サブプライム・ローン業者までも買収し
ていた同社は、先の金融危機で大打撃を
受けることになりました。しかし、トー
マス・エジソンの実験室を起源とする同
社は、初心に返り「ものづくり」の基本
を見直すことによって、再興しようとし
ています。

銀行業界を除けば、GEほど今回の金融
危機でダメージを受けた企業もないでし
ょうが、金融危機後のGEは戦略を修正し
ました。同社の伝統である「革新の気風」
に立ち返ろうというものです。

改革の旗を振るCEOのイメルトは、
GEはもっと「ものづくり」に軸足をおき、
金融への依存度を減らすべきだと考えて
います。彼に言わせれば、これは米国経
済全体が歩むべき道筋でもあるといいま
す。

カ
リ
ス
マ
リ
ー
ダ
ー


